
気中降下火砕物濃度等の設定、規制上の位置づけ及び要求 

に関する基本的考え方（案） 

 
平成２９年６月２２日 

降下火砕物の影響評価に関する検討チーム 

 
降下火砕物の影響評価に関する検討チームは、気中降下火砕物濃度等の設定

方法、当該濃度等の規制上の位置づけ、当該濃度等による発電用原子炉施設への

影響を防止するための規制要求について検討を行い、基本的考え方を以下のと

おりとりまとめた。検討に際しては、公開の会合を開くとともに、外部専門家及

び事業者から意見を聴取した。 
 
(1)自然現象に対する設計基準の設定の考え方 

設計基準の設定には、既往最大又は理論的評価を用いる方法がある。 
(a)既往最大に基づく設計基準の設定 

「実測値」や「歴史的痕跡＋推測」から既往最大を決定し、不確かさを

考慮して設定。ただし、既往最大を超えるものの発生が否定できず、既往

最大が必ずしも設計基準として適切でない場合がある。 
(b)理論的評価に基づく設計基準の設定 

モデルから得られた解析値から、不確かさを考慮して設定。ただし、モ

デルが確立していない場合や入力パラメータの設定根拠が確立できない

場合は設計基準が設定できない。 

(2)審査における気中降下火砕物の取扱い 

新規制基準への適合性審査において、外気取入口に設置されているフィル

タは、気中降下火砕物が侵入し難い構造とすることを確認している。 
また、フィルタが閉塞するまでの時間及びフィルタ交換に必要な時間を試

算している。試算においては、上記(a)の考え方により、機器への評価を行う

ための具体的な気中降下火砕物濃度を設定している。しかしながら、国内原

子力発電所での観測値はもとより国内での観測値もほとんどないため、海外

での数少ない観測値（アイスランドのエイヤフィヤトラヨークトル火山の噴

火（2011 年）、米国セントへレンズ火山の噴火（1980 年）の観測値）を用い、

事業者は、これらの気中降下火砕物濃度を用いた場合でもフィルタ交換によ

り機能維持が可能であるとしている。 
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(3)気中降下火砕物濃度の評価のためのモデルの現状 

電力中央研究所がモデルにより気中降下火砕物濃度の評価を行ったことも

あり、上記(b)の考え方が適用可能か検討を行った。 
現在得られている科学的知見では、①観測値の外挿により推定する手法、

②降灰継続時間を仮定して堆積量から推定する手法、③数値シミュレーショ

ンにより推定する手法は、いずれも大きな不確実さを含んでいる。 
現時点では、比較的多くの実測データが得られる他の自然現象とは異なり、

ＶＥＩ５規模の噴火による降下火砕物濃度の観測値が十分に得られていない

ため、モデルが十分に検証されていないこと、モデルの入力パラメータの設

定根拠となる実測データが少ないことから、設計基準を設定することは困難

である。（別紙参照） 

(4)規制上の位置づけ及び考え方 

上記(b)の考え方により設計基準の設定が困難であっても、ＶＥＩ５規模の

降下火砕物濃度により共通要因故障になる可能性があるので、設計あるいは

その後の運用で対策が取られていることを確認すべきである。 
その際、大きな不確実さを含んでいるものの、手法②及び手法③による推

定値を考慮し、フィルタ交換等による機能維持を評価するための気中降下火

砕物濃度及び継続時間を、総合的、工学的判断により設定することとした。

これは、設計基準ではなく、「機能維持評価用参考濃度(仮称)（以下、「参考濃

度」という。）」と呼ぶ。 
加えて、気中降下火砕物濃度の推定には大きな不確実さが伴うことを考慮

し、極めて濃い気中降下火砕物濃度によりフィルタが閉塞することも想定し、

全交流動力電源喪失等を想定する。 
なお、設置許可においては、米国セントへレンズ火山の噴火（1980 年）の

観測値を用いて試算しているが、測定機器の性能を上回っていることも考え

られること、堆積厚との整合性を考慮する必要があることから、これの見直

しも考えられるが、より高い参考濃度で機能維持が担保されるため、見直す

必要はなく、設計基準は既往最大を用いる。 
 
(5)規制上の要求 

イ)設計基準【設置許可基準規則６条】 

既往最大を用いて、機能維持が担保されるか確認する。（参考濃度で

包絡されるため） 

ロ)参考濃度 

現時点で適用可能な理論的評価により設定する。手法②により降灰継



続時間を 24 時間と仮定した平均濃度、又は、手法③*1により噴火継続時

間を 24 時間とした場合の最大濃度とする*2。この濃度において 24 時間

２系統維持を確認する。 

    （理由） 

手法②で得られる平均濃度は、24 時間以降も引き続き降灰した場合

の降灰量も合算されているので保守的な高い濃度となる。また、24 時

間以降の降灰も合算しているので、降灰継続時間が 24 時間以上となっ

た場合（濃度は下がり、総量は同じ）でも対応ができる。 

手法③で得られるピーク濃度は、最大濃度を持続することを仮定し

ており、保守的な濃度となる。 

さらに保守的な評価を行った場合、参考濃度を一定時間上回る可能

性もあるが、１系統維持であれば約２倍の濃度に対応できること、後

述の全交流動力電源喪失等対策が控えていることから、炉心損傷を防

止できる。 

ハ)全交流動力電源喪失等への対策 

 降下火砕物濃度が極めて高くなることに備えて、フィルタ閉塞等を起

因とする「全交流動力電源喪失」を想定し、炉心損傷を防止できること

を確認する。この際、フィルタ閉塞時間は 24 時間*3、作業環境の悪化を

想定する。 

 

上記については別紙 2 に示す気中降下火砕物に対する規制上の考え方

（案）において、その概略を示す。 

 

 

                                                   
＊1 手法③では、パラメータ設定において妥当性の確認が必要 
＊2 手法②及び手法③において計算に用いる粒径分布（終端速度）は可能な限り実測値を

使用する。 
＊3 フィルタ閉塞は、降灰継続時間を短く仮定し場合に、参考濃度を大幅に上回ることに

より発生するため。 
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気中降下火砕物濃度の推定手法 

 

I. 気中降下火砕物濃度の推定手法 

国内はもとより海外においても、降灰中の降下火砕物を直接観測した事例は

少なく、降灰中の気中降下火砕物濃度、粒径分布等のデータは少ない。そこで、

現在の知見から考えられる気中降下火砕物濃度の推定手法について検討した結

果、以下の 3手法が考えられる。 

 

①観測値の外挿により推定する手法 

②降灰継続時間を仮定して堆積量から推定する手法 

③数値シミュレーションにより推定する手法 

  

上記の手法について、具体的な推定手法とその留意点を以下に述べる。 

 

①観測値の外挿により推定する手法 

本手法は、対象とする原子力発電所敷地とは異なる地点での観測値を用いて

推定する手法である。この際、評価対象となる原子力発電所敷地での堆積量が観

測地点と一致しない場合、評価に用いる気中降下火砕物濃度観測値を評価対象

地点での堆積量に外挿する単純な比例計算で求める。 

本手法を適用する際の留意点として、対象とする原子力発電所と想定する火

山との距離や方位等の位置関係が異なること、評価対象とする噴火の規模や様

式が一致しない場合もあることが挙げられる。なお、現在得られている観測値は

不確実さが大きい。 

1980 年 5 月 18 日のセントヘレンズ火山噴火における観測値と噴火の概要を

参考 1に、その観測値を用いた推定計算の例を参考 2に示す。 

 

②降灰継続時間を仮定して堆積量から推定する手法 

 ａ. 降灰継続時間を仮定して原子力発電所敷地での堆積量から推定する手法 

本手法は、原子力発電所敷地又はその周辺で観測された降下火砕物の堆積

量と堆積している降下火砕物の粒径分布から推定する。降下火砕物の落下速

度（終端速度）は、降下火砕物の粒径に依存し、その落下速度は実験的に求

められている（参考 3）。そこで、敷地での降灰継続時間を仮定することによ

り、堆積した降下火砕物の堆積速度を求めることができ、粒径ごとに堆積速

度を終端速度で除することで気中降下火砕物濃度を求めることができる。な

お、降灰継続時間については、同程度の噴火規模での噴火継続時間を参照し

て設定する。この際、評価対象火山から敷地に向かう一定風を仮定するケー
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スでは、噴出時間≒降灰継続時間（堆積量に支配的な主要な降灰）とみなす

ことが可能であり、同程度の噴火規模での噴火継続時間（参考 4）を参照す

ることができる。 

本手法の留意点としては、堆積している降下火砕物の全粒径が降灰中に均

一に落下すると仮定しており、算出される数値は、落下速度の遅い粒径が小

さい降下火砕物と落下速度の速い粒径が大きい降下火砕物が同時刻に降灰

する場合の気中降下火砕物濃度（降下火砕物全粒径の平均濃度）となる。ま

た、評価対象となる降下火砕物が経年変化することにより初生時の粒径分布

を保持していない可能性があること、敷地及びその周辺で降下火砕物が得ら

れるサイトが少ないことが挙げられる。さらには、敷地へ向かう一定風を仮

定することは、降灰継続時間が短くなり、単位時間当たりの降灰量は多く見

積もられる。 

敷地に堆積した降下火砕物の層厚が 15 cm のケース（降下火砕物の密度を

1 g/cm3とすると、重量は 150 kg/m2）で、降灰継続時間を 6～48 時間とした

場合での気中の平均濃度の計算例を参考 5に、終端速度と堆積量からの気中

の平均濃度を算出する式を参考 6に示す。なお、計算に用いた降下火砕物の

粒径は、樽前火山起源の降下火砕物（Ta-a）火口から約 100 km の地点（北

海道占冠村付近）での中央粒径の実測値 2～3φ（0.0250 cm～0.0125 cm）を

参考にした。 

 

 ｂ. 降灰継続時間を仮定して堆積量から推定する手法 

本手法は、前述のａ.法と同じであるが、降下火砕物濃度の推定に必要な

降下火砕物の堆積量と粒径分布を数値シミュレーション（Tephra2）により

求めた値を用い推定する。 

本手法の留意点としては、a.法における留意点に加えて、数値シミュレー

ションで設定するパラメータに不確実さがある。 

 

③数値シミュレーションにより推定する手法 

 本手法は、3次元の大気拡散シミュレーション（FALL3D 等）により設定座標点

で粒径ごとに降下火砕物濃度の時間変化を算出する。シミュレーションでは、多

くのパラメータを入力する必要があるが、観測値等のデータが少なく、工学的判

断によりパラメータを設定したうえで推定する。 

本手法の留意点としては、計算結果に大きく影響すると考えられるパラメー

タとして、初期粒径、給源モデル、移流・拡散モデル等があり、これらを設定す

るための定量的な根拠に乏しいことが挙げられること、過去の噴火における気

象データが不明なことから、シミュレーション結果を検証することが困難であ
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ることが挙げられる。 

 モデル計算例として、FALL3D（イタリアで開発されたシミュレーションコード）

を用いた気中降下火砕物濃度の経時変化を参考７に示す。なお、モデル計算では、

敷地を想定した地点において 100㎞程度離れた火山からの 15㎝程度の降灰を想

定した。噴火規模は、VEI5 クラスの噴火（噴出量：6.2km3）相当規模の降灰、モ

デル計算に用いる高度別の風速・風速は、給源から想定した地点方向へ吹く一定

風（解析範囲内はすべて一定の風向・風速条件）を使用した（参考 8）。また、

モデル計算に用いるパラメータ設定の考え方を参考 9 に、計算に用いた入力値

と実現象で考慮すべき点をまとめた比較表を参考 10 に示す。 

   

II. まとめ 

上記Ⅰの①～③の気中降下火砕物濃度推定手法について、不確実さの観点で

まとめると以下のようになる。 

1. 現在得られている科学的知見では、①～③の手法はいずれも大きな不確実

さを含んでいる。 

2. 手法①では、現在得られている観測値には不確実さがあり用いることは難

しい。 

3. 手法②ａの適用は、敷地又はその周辺で降下火砕物の堆積が確認でき、堆

積している降下火砕物の適切な粒径分布測定が可能な場所に限られる。 

4. 手法②ｂ及び手法③では、多くの入力パラメータを設定しなければならな

いが、設定の根拠となる実測データが少ない。 

 

III. 参考濃度の設定 

降下火砕物の比較的多くの実測データが得られる他の自然現象とは異なり、

気中降下火砕物濃度の設計基準を設定することは困難である。現時点では、

VEI5 規模＊の噴火による気中降下火砕物濃度の観測値が十分に得られていな

いことから、手法②～③による推定値を考慮し、フィルタ交換等による機能維

持を評価するための気中降下火砕物濃度及び継続時間を、総合的、工学的判断

により参考濃度を設定する。 

 
＊：VEI は火山爆発指数（Volcanic Explosivity Index）の略。VEI５は噴出

量１～１０km3オーダーの噴火を指す。 
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参考１（観測値の外挿により推定する手法の計算例）

セントへレンズ火山の1980年5月18日噴火噴

Yakimaにおける気中降下火砕物濃度観測値＊：約33mg/m3

観測地点（Yakima）での堆積量（実測値）：0.8cm

モデルサイト：降下火砕物堆積量15㎝

モデルサイトでの気中降下火砕物濃度＝0.033g/m3×15cm÷0.8cm＝0.6g/m3

＜計算に用いる観測値＞

＜モデル計算に用いる観測値＞

＊観測機器の測定限界を超えていた。
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参考６（終端速度と堆積量からの気中平均濃度の算出）

＜計算式＞
原子力発電所敷地に堆積した降下火砕物重量、降下火砕物の粒径から推定する終

端速度、及び降灰時間を仮定して、気中平均濃度の算出する式を以下に示す。

 

( / 3) = ( ∗ −1 ∗ −2)
ｒ( ∗ −2) = ∗ −1   

C：大気中火山灰濃度（g/m3） 
V：単位表面積当たりの火山灰堆積速度（g/s） 
Wt：単位表面積当たりの火山灰堆積量（g/m2） 
r：火山灰の終端速度（m/s） 
t：降灰時間（s） 

C：気中降下火砕物濃度（g/m3）

V：単位表面積当たりの降下火砕物堆積速度（ｇ/ｓ）

Wt:単位表面積当たりの降下火砕物堆積量（g/m2）

r：降下火砕物の終端速度（m/s）

t：降灰時間（s）
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参考10 計算に用いた入力値と実現象で考慮すべき点の比較

入力値 実現象としては… 入力値の保守性

風向・風速
モニタリング地点へ向か
う一定風

一定ではない 軸上が最も保守的＊

噴出量 6.2km3と仮定
正確な噴出量の予測は
困難

サイトにおける過去の最大噴出量

噴煙柱高度 25kmと仮定 条件等で幅がある －

噴火継続時間
（※噴出率にも相当）

3、19.5、36、48時間
の4ケースを仮定

噴火条件等である程度
の幅がある

高濃度が短時間継続するケース
or

低濃度が長時間継続するケース

粒径分布
中央粒径4.5φ
標準偏差3φと仮定

どのような粒径分布に
なるか不明

－

密度
岩片2500kg/m3

軽石1000kg/m3と仮定
どのような密度になる
か不明

一般的な岩片・軽石の密度の範囲内
の値である

拡散係数
水平方向拡散係数
5000m2/sと仮定

― －

各種モデルの選択 適宜選択 ― すべてのモデルを組み合わせて計算

＊今回のモデル計算では、気中濃度は軸から1/16変化（例：東北東→東）すると約1/10になる。
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２４時間

火山灰
濃度
[mg/m3]

経過時間

ＤＢ
設計基準

機能維持
評価用

参考濃度

気中降下火砕物に対する規制上の考え方（案）

【全交流動力電源喪失対策】 視界不良等の作業環境の悪化も考慮。フィルタ閉塞時間は24時間ハ）

（この要求を満たせば、A系とB系の交互運転による１系統維持により、
更なる高濃度への対応が可能な見込み）

③

ロ）非常用DGの２系統の健全性を維持

イ） 【設計基準】

Ｃの濃度を保守的に設定することで、24時間以降の降灰
量も捕集可能

Ｃ


